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新型コロナウイルス感染症の影響調査報告書  

          守山商工会議所 

新型コロナウイルスの感染状況が日々刻々と変化している中、事業所においても大きな影響を受けています。 

こうした中、当所では、会員事業所の最新の状況を把握するため、３回にわたり影響調査を実施しました。つきま

しては、今回、調査結果がまとまりましたのでご報告いたします。 

なお、これまでの経緯と影響調査の時期については下記表に示しています。 

 

また、調査にご協力頂いた

有効回答事業所数は右表の

通りです。 

 

 

 

 

１．新型コロナウイルスの時間経過に伴う影響の推移について 

1） 事業への影響（全体）：日を追うごとに事業への影響が深刻化。 

事業所全体では、２月時点では「すでに影響あり」が１８％と大きくはないですが、３月では５３％と半数を超え、

６月では７０％の事業所で「すでに影響あり」と回答されています。特に６月では「今後影響の可能性あり」を含め

ると、実に９割の事業所が新型コロナウイルスの影響下にあり、経済の危機的状況を示しています。 

本調査の背景（新型コロナウイルス感染拡大の経緯）

年 月／日 新型コロナウイルスをめぐる動き（抜粋） 本調査の時期

2019 12月頃 新型コロナウイルス初報告（中国・武漢市）

2020 2月5日 ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ･ﾌﾟﾘﾝｾｽ号　横浜沖で隔離開始

2月27日 全国の学校の臨時休校要請

3月12日 ＷＨＯが世界的流行「ﾊﾟﾝﾃﾞﾐｯｸ」認定

4月3日 滋賀県の事業所で初のクラスター発生

4月16日 全国に緊急事態宣言発出

5月25日 緊急事態宣言解除～現在に至る

第1回調査
（2月18日）

第2回調査
（3月12日）

第3回調査
（6月15日）

有効回答事業所数

業種 第1回 第2回 第3回

調査時期 2月 3月 6月

製造業 51 48 53

建設業 47 55 36

運輸業 7 8 9

卸売業 14 9 15

小売業 40 47 35

サービス業 80 79 76

合計 239 246 224
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２） 事業への影響（業種別）：卸売業でまず影響、後に小売業、サービス業、製造業に拡大。 

業種別では、２月時点では卸売業が最も影響度が高く「影響あり」が４０％を超えていました。また、製造業、

小売業でも約２０％の事業所で影響が出ていました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３月に入ると、「影響あり」が、建設業以外の全ての業種で５０%を超えています。比較的影響が少ないといわれ

ていた建設業でさえ、３０％を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６月では、さらに影響は拡大しています。例外的に、卸売業では、逆に「影響あり」が減って「今後可能性あり」が

増えていますが、政府の給付金、支援金の効果で一段落ついたものと思われます。 
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３） 影響内容（業種別）：当初まだら模様だったが、６月では全業種で売上減少が顕著。 

 第１回～第３回で共通した質問として、具体的に影響が生じている内容を調査しました。 

（回答数が各回少ない項目はグラフから除外しています。また、第３回では、「資金繰りの悪化」「従業員の雇

用調整」等の項目が増えています。） 

 

２月時点では、最も影響を受けて

いた卸売業で目立ったグラフとなっ

ています。卸売業では、「売上減少」

≧「仕入れの停滞」＞「新規予約の

減少」となっており「仕入れの停滞」

が売上減少と並んで上位にきていま

す。当時は、武漢市が閉鎖されるな

ど中国の生産停止の影響が大きく、

商品が入って来ない状況であったこ

とが浮き彫りになりました。 

 

 

 

３月時点では建設業以外の業種

で「売上減少」が抜きん出て上位に

来ています。一方で「仕入れの停

滞」が卸売業以外の建設業、小売

業にも影響を広げている様子が見

てとれます。当時、建設現場では建

築部材が中国等から届かず、工期

が遅れる案件が多発していたニュー

スが記憶に新しいところです。サプ

ライチェーンの見直しは今後の課題

となると思われます。 

 

 

６月になると、「売上減少」が全業

種で甚大な影響をもたらしていま

す。「新規予約の減少」も全業種で

多く見られます。運輸業で顕著なの

は、「従業員の感染」でした。荷物の

受け渡しでは必ず人と接触するた

め、経営層の心配が浮き彫りになり

ました。「資金繰り悪化」や「従業員

の雇用調整」も建設業以外では１０

～２０％存在しています。補助金、助

成金はもれなく申請されることを勧め

ます。 
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2．新型コロナウイルスの最近の対策・支援策等について（6月第３回調査） 

１） 経営上の対策：感染防止対策に最大の懸念、勤務体制見直しと資金相談も上位に。 

 感染拡大に対する対策として、全業種で共通して多いのは、従業員の感染予防対策でした。次に多いのは勤

務体制の見直しと、金融機関等への資金相談であり、３密を避けながらも事業を継続しなければならない苦しい

経営状況が現れています。 

２） 資金繰りと融資制度：融資利用及び今後利用予定の事業所が全体の約 6割に。 

「融資を利用した」事業所は全体の３６％で、「今後融資の利用を検討する」を含めると６０%以上の事業所で融資

の利用が必要な状況にありました。利用した融資制度は業種ごとにばらつきがあり、運輸業では滋賀県制度融

資セーフティネット（新型コロナウイルス感染症対応資金等）、卸売業では日本政策金融公庫（新型コロナウイル

ス感染症特別貸付等）が１００％でした。また、他の業種では、どちらの制度も利用している事業所もありました。 

 

 

 

 

横軸は、各業種ごとの

対策実施割合の積算値

を示します。 
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３） 当面の資金確保の見通し：半数以上の事業所で確保。小売業、製造業で高い。 

全体では、５８％の事業所で資金は確保出来ていると回答されています。また、検討中も含めると、約７割で資

金確保の見込みであると見てとれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種別では、特に製造業と小売業で資金確保の意識が高く、確保済みが６割以上、検討中まで含めると約８割

に届く状況です。 
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４） 従業員の休職・解雇について：半数以上の事業所で休職を実施 

従業員を休職させた割合は、全体では 56％となりました。業種別では、多い順に運輸業、サービス業、製造

業となっています。 

 

５） 持続化給付金と雇用調整助成金について：持続化給付金は約 4割が申請の見込み。 

 持続化給付金の申請は、申請予定を含めると全体では４６％でした。業種別では、卸売業を除く業種で２０%以

上が申請済みとなっており、卸売業は申請済との回答はありませんでした 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用調整助成金の申請は、申請予定も含めると全体では２８％でした。今後申請を予定している業種では、

製造業が最も高く、約３割の事業所が申請を検討しています。生産人員の確保に頭を悩ませている事業所が多

いことが伺えます。 
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６） 必要としている支援策について：税の猶予・減免への期待高まる 

今後期待される支援としては、税の猶予・減免が多いのが特徴です。運転資金、借入金返済猶予・利子の

減免の希望も多く存在します。家賃補助は全体の１１％が必要としており、７月１４日から家賃支援給付金申

請が開始されましたので更なる周知をしていきます。 

 

 

今回の調査で、各事業所が大変ご苦労されている様子が浮き彫りになりました。新型コロナウイルスの終息は

数年先と言われており、直近でも感染者数が再び増加し、いよいよ第二波の到来といわれています。当商工会

議所としましても、会員各位への支援に最大限注力する所存ですので、今後もご支援、ご協力よろしくお願い致

します。 

皆様におかれましては、熱中症対策も含めてご健康に十分留意されることを祈念しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


